第40号様式（第31条関係）
（表）
	受付印
	法　人　eq \o \ad(\s \up 6(開　始),\s \up -6(設置))開始設置　申　告　書
	※処理欄
	電算登録
	納　税　者　番　号

	
	
	
	
	

	
	年　　月　　日
	（フ　　リ　　ガ　　ナ）
法人名
	

	
	
	法人番号
	

	
	本店所在地
	〒
電話（　　）　　―　　　　　　

	
	（フ　　リ　　ガ　　ナ）
代表者氏名
	印　

	　県税事務所長　宛て
	この申告に応答する者
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
電話（　　）　　―　　　　　　

	三重県県税条例第45条第１項の規定により、申告します。
	送付先
・
連絡先
	□本店所在地
□代表者住所
□その他
	〒　　　　　　　　　　ビル名、室名、号室等
電話（　　）　　―　　　　　　

	開始年月日
	　　年　　月　　日
（本店所在地が三重県の場合のみ）
	事 業 の 種 類
	□製造業　（具体的に　　　　　　　 業）
□その他　（具体的に　　　　　　　 業）

	設置年月日
	　　年　　月　　日
（本店所在地が三重県以外の場合のみ）
	
	

	
	
	
	
	

	資本金の額又は出資金の額
	円
	
	公益法人等である場合
	□収益事業を行う。
□収益事業を行わない。

	資本金の額及び資本準備金の額の合算額
	円
	
	
	

	
	
	
	一般社団法人又は一般財団法人である場合
	□非営利型法人
□非営利型法人以外

	資本金等の額
	円
	
	
	

	事業年度
	（自）　　月　 日（至）　　月　 日
	
	
	

	
	
	事務所
等の所
在県数
	□三重県内のみに事務所等がある。
□三重県以外の都道府県にも事務所等がある。
(事務所等が所在する都道府県の数：　　県)

	申告期限の
延長の有無
	事業税
	有無
	・　　・
・　　・
	から
	月間
	
	

	
	県民税
	有無
	・　　・
・　　・
	から
	月間
	
	

	県内事業所の名称及び所在地
	名　称
	

	
	所在地
	電話（　　）　　―　　　　　　　　

	設立の形態
	１　個人企業を法人組織とした法人　　２　合併により設立とした法人
３　新設分割により設立した法人（□分割型　□分社型　□その他）
４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	設立の形態が１から３までである場合の設立前の個人企業、合併により消滅した法人又は分割法人の状況
	事業主の氏名、合併により消滅した法人の名称又は分割法人の名称
	左の住所又は本店所在地

	
	
	

	
	
	

	設立の形態が合併又は分割の場合の適格区分
	適格・その他（　　年　　月　　日）
	連結納税制度
	□連結親法人　　□連結子法人

	開始又は設置した法人が連結子法人である場合
	連結親法人名
	
	適用開始
事業年度
	（自）　年　月　日
（至）　年　月　日

	
	連結親法人の本店所在地
	電話（　　）　　―　　　　　　　　

	添付
書類等
	１　定款、規約、寄付行為等の写し　　　　　　　２　登記事項証明書の写し
３　合併契約書の写し（合併による場合）　　　　４　分割契約書の写し（会社分割による場合）
５　連結納税に関する法人税の届出書類等の写し　６　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	関与税理士
	氏名
	
	所在地
	電話（　　）　　―　　　　　　　　


注　記載要領については裏面によります。
（裏）
法人開始・設置申告書の記載要領
　新たに法人を設立した場合又は三重県に支店等を設置した場合には、その設立の日以後30日以内にこの申告書を所管県税事務所長に提出しなければならないことになっています。下記の記載方法を参考としてこの申告書を作成し、添付書類を添えて提出してください（既に設立又は設置の申告をしている法人が、申告内容を変更し、又は廃止する場合は、「法人変更・廃止申告書」を使用してください。）。
　なお、提出にあたっては、この申告書１通（控えが必要な場合は２通）と、次の書類を１通添付して提出してください。
１　定款、寄附行為、規則又は規約（以下「定款等」といいます。）の写し
２　設立の登記事項証明書（履歴事項全部証明書）又は登記簿謄本の写し
３　合併により法人を設立した場合における合併契約書の写し
４　分割により法人を設立した場合における分割契約書の写し
　　（各欄の記載方法）
１　「法人番号」欄には、法人番号（13桁）を記入し、「本店所在地」欄には、登記上の本店の所在地を記載してください。
２　「代表者氏名」欄には、法人を代表する者の氏名を記載してください。
３　「送付先・連絡先」欄には、該当する□にレ点を付し、当該所在地を記載してください。なお、本店所在地を送付先とする場合には当該所在地欄の記載は不要です。
４　新たに法人を設立した場合には、「開始年月日」欄に登記簿に記載されている設立登記年月日を記載してください。県内に支店等を設置した場合には、「設置年月日」欄に設置した年月日を記載してください。
（注）合併又は新設分割により設立した法人である場合には、新設合併設立法人又は新設分割設立法人の設立登記の日を記載してください。
５　「資本金の額又は出資金の額」欄には、登記した資本金の額又は出資金の額を記載し、「資本金の額及び資本準備金の額の合算額」欄には、資本金の額及び資本準備金の額の合算額を記載し、「資本金等の額」欄には、地方税法第23条第1項第4号の５イ又は同法第23条第1項第4号の５二に定める額（相互会社にあつては、政令第6条の25第1号に定める金額）を記載してください。
６　「事業年度」欄には、法令、定款等により定められている会計期間を記載してください。
７　「申告期限の延長の有無」欄には、新たに支店等を設置した場合に、既に地方税法第72条の25第３項及び第５項（同法第72条の28第２項において準用する場合を含みます。）、法人税法第75条の２（同法第145条において準用する場合を含みます。）並びに同法第81条の24の規定により申告書の提出期限の延長の承認を受けているときは、「有」を○で囲み、承認を受けた事業年度及び延長月数を記載してください。なお、申告期限の延長には別途手続が必要です。
８　「事業の種類」欄には、定款等に記載されている事業の目的のうちその主なもの及び現に営んでいる事業又は営む予定の事業の種類を記載してください。「公益法人等である場合」欄は、地方税法第24条第５項に規定する公益法人等が記載してください。また、「一般社団法人又は一般財団法人である場合」欄の「非営利型法人」とは、法人税法第２条第９号の２に規定する法人をいいます。非営利型法人に該当するときは、「公益法人等である場合」欄で収益事業の有無についても記入してください。
９　「事務所等の所在県数」欄は、該当する□にレ点を付してください。「三重県以外の都道府県にも事務所等がある。」を選択した場合は、事務所等が所在する都道府県の数（三重県を含みます。）を記載してください。
10　「県内事業所の名称及び所在地」欄には、その名称及び所在地を記載してください。
11　「設立の形態」欄には、該当する形態の番号を○で囲んでください。新設分割により設立した法人である場合には、当該分割が、法人税法第２条第12号の９（分割型分割）に該当するときは「分割型」、同条第12号の10（分社型分割）に該当するときは「分社型」又は分割承継法人の株式等を分割法人及び分割法人の株主等のいずれにも交付するものであるときは「その他」のそれぞれの□にレ点を付してください。
　なお、１から３までを選択した場合は、「設立の形態が１から３までである場合の設立前の個人企業、合併により消滅した法人又は分割法人の状況」欄に、個人企業当時の事業主の氏名及び住所又は合併により消滅した法人若しくは分割法人の名称及び本店所在地を記載してください。
　また、１を選択した場合は、別途「事業開始等申告書（個人事業税）」による個人企業の廃止申告が必要です。
12　「設立の形態が合併又は分割の場合の適格区分」欄には、「設立の形態」欄で２又は３を選択した場合に、その合併又は分割が、法人税法第２条第12号の８（適格合併）又は同条第12号の11（適格分割）に該当するときは「適格」、該当しないときは「その他」の文字を○で囲み、合併期日又は分割期日を記載してください。
13　「連結納税制度」欄は、法人税法第４条の２の承認を受ける連結法人である場合は、該当する□にレ点を付してください。
　なお、連結法人である場合には、別途「法人税に係る連結納税制度の適用に関する報告書」を提出する必要があります。
14　「設立した法人が連結子法人である場合」欄は、設立と同時に連結子法人となつた場合にのみ記載してください。
15　「添付書類等」欄には、この申告書に添付したものの番号を○で囲んでください。
16　「関与税理士」欄には、関与税理士の氏名及び事務所所在地を記載してください。
17　※印欄は、県税事務所の処理欄ですので記載しないでください。
